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は
じ
め
に

国
家
賠
償
請
求
権
の
成
立
要

件
は
、
国
家
賠
償
法
第
１
条
１

項
に
規
定
す
る
違
法
性
で
あ

る
。
こ
の
抽
象
的
な
成
立
要
件

の
解
釈
に
つ
い
て
は
、
社
会
経

済
の
多
様
化
に
伴
い
大
き
く
変

動
し
て
き
た
。
租
税
に
係
る
国

家
賠
償
も
例
外
で
は
な
い
。
そ

こ
で
、
物
納
許
可
審
査
手
続
に

係
る
国
家
賠
償
請
求
事
件
か
ら

国
家
賠
償
法
上
の
違
法
性
に
つ

い
て
検
討
し
て
み
た
い
。

�

平
成
１８
年
１０
月
２５
日
東
京
地
裁
判
決

（
平
成
１６
年（
ワ
）第
５
７
３
５
号
）（
注
１
）

１

事
件
の
概
要

原
告
は
、
平
成
３
年
１２
月
３０

日
に
死
亡
し
た
Ａ
の
相
続
税
申

告
に
当
た
り
、
相
続
財
産
で
あ

る
借
地
権
付
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン

の
底
地
を
物
納
申
請
し
た
。
本

件
マ
ン
シ
ョ
ン
の
区
分
所
有
者

４９
名
と
Ａ
と
の
間
に
土
地
賃
貸

契
約
書
が
交
わ
さ
れ
て
い
た

が
、
物
納
申
請
日
（
平
成
４
年

６
月
２６
日
）
の
直
後
に
、
当
事

者
を
賃
貸
人
・
Ａ
全
相
続
人
、

賃
借
人
・
Ｄ
管
理
組
合
に
改
定

す
る
賃
貸
借
契
約
を
再
締
結
し

た
。
本
件
契
約
に
は
、
個
々
の

賃
借
人
の
借
地
権
譲
渡
に
際

し
、
賃
貸
人
の
事
前
承
認
は
不

要
と
さ
れ
、
又
、
賃
貸
人
は
承

諾
料
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
旨
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

Ｓ
税
務
署
担
当
職
員
は
、
物

納
申
請
か
ら
１
年
半
余
り
の

間
、
遺
産
分
割
協
議
を
成
立
さ

せ
る
旨
の
補
完
要
求
、
境
界
確

認
・
登
記
関
係
の
補
完
要
求

等
、
物
納
申
請
財
産
の
範
囲
を

明
確
化
す
る
指
導
、
補
完
要
求

を
行
っ
た
も
の
の
、
本
件
土
地

賃
貸
借
契
約
の
内
容
に
つ
い

て
、
特
に
指
導
は
行
わ
な
か
っ

た
。
平
成
５
年
１０
月
１８
日
に
Ｓ

税
務
署
か
ら
関
東
財
務
局
に
対

し
、
本
件
土
地
賃
貸
借
契
約
の

内
容
に
関
し
照
会
を
し
、
同
月

２９
日
に
物
納
申
請
財
産
調
査
依

頼
書
を
送
付
し
た
。
関
東
財
務

局
の
調
査
の
結
果
、
本
件
土
地

賃
貸
借
契
約
の
問
題
点
（
①
賃

借
人
の
主
体
の
問
題
、
②
事
前

承
諾
を
不
要
と
し
、
承
諾
料
を

徴
さ
な
い
条
項
の
問
題
点
、
③

賃
料
が
低
額
で
あ
る
問
題
点
）

が
指
摘
さ
れ
た
。

平
成
７
年
９
月
２７
日
に
東
京

国
税
局
長
に
徴
収
の
引
継
ぎ
が

な
さ
れ
、
関
東
財
務
局
を
交
え

た
上
、
上
記
問
題
点
に
係
る
補

完
要
求
が
繰
り
返
し
な
さ
れ
た

も
の
の
、
原
告
は
こ
れ
に
応
ず

る
こ
と
が
で
き
な
い
ま
ま
、
平

成
１３
年
１１
月
１７
日
、
本
件
物
納

申
請
財
産
は
物
納
不
適
格
財
産

に
当
た
る
と
し
て
物
納
財
産
の

変
更
要
求
通
知
書
が
原
告
に
送

付
さ
れ
た
。
原
告
は
変
更
要
求

に
応
ず
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ

た
た
め
、
物
納
申
請
は
却
下
さ

れ
た
。
原
告
は
、
同
年
１２
月
２８

日
、
本
件
変
更
要
求
処
分
の
取

消
し
を
求
め
る
審
査
請
求
を
行

い
、
平
成
１４
年
１０
月
８
日
、
当

該
処
分
を
取
り
消
す
旨
の
裁
決

（
注
２
）
を
得
た
。
そ
し
て
、

平
成
１５
年
１１
月
６
日
に
本
件
物

納
申
請
が
許
可
さ
れ
る
に
至
っ

た
も
の
で
あ
る
。

２

判
旨

『
被
告
は
、
原
告
に
対
し
、

６
０
０
万
円
及
び
こ
れ
に
対
す

る
平
成
１６
年
４
月
９
日
か
ら
支

払
済
み
ま
で
年
５
分
の
割
合
に

よ
る
金
員
を
支
払
え
。
』

（
１
）
物
納
制
度
の
仕
組
み
等

に
か
ん
が
み
る
と
、
物
納
申
請

の
審
査
に
当
た
る
公
務
員
に

は
、「
金
銭
納
付
を
困
難
と
す

る
事
由
」
の
有
無
及
び
物
納
申

請
財
産
が
「
管
理
又
は
処
分
す

る
の
に
不
適
当
」
で
あ
る
か
否

か
の
両
要
件
に
つ
い
て
、
速
や

か
に
審
査
す
る
こ
と
が
職
務
上

要
請
さ
れ
て
い
る
。
Ｓ
税
務
署

職
員
は
、
遅
く
と
も
本
件
物
納

申
請
か
ら
１
年
程
度
の
間
に

は
、
本
件
土
地
賃
貸
借
契
約
の

問
題
点
を
原
告
に
具
体
的
に
提

示
す
べ
き
で
あ
り
、
そ
う
す
る

こ
と
は
十
分
可
能
で
あ
っ
た
と

い
う
べ
き
で
あ
る
。
し
た
が
っ

て
、
Ｓ
税
務
署
職
員
は
、
職
務

上
通
常
尽
く
す
べ
き
注
意
義
務

を
尽
く
す
こ
と
な
く
漫
然
と
審

査
を
し
て
い
た
も
の
と
し
て
、

国
家
賠
償
法
第
１
条
１
項
に
い

う
違
法
な
評
価
を
免
れ
な
い
と

い
う
べ
き
で
あ
る
。

（
２
）
関
東
財
務
局
職
員
及
び

東
京
国
税
局
職
員
の
指
導
、
補

完
要
求
に
は
合
理
性
が
認
め
ら

れ
、
職
務
上
尽
く
す
べ
き
注
意

義
務
に
漫
然
と
違
反
し
た
点
を

見
出
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
本

件
裁
決
に
よ
り
物
納
財
産
変
更

要
求
処
分
の
違
法
性
は
確
定
し

て
い
る
が
、
そ
の
こ
と
が
直
ち

に
以
上
の
判
断
を
左
右
す
る
も

の
と
い
え
な
い
こ
と
は
明
ら
か

で
あ
る
。

（
３
）
Ｓ
税
務
署
職
員
が
適
切

に
審
査
を
行
っ
て
い
れ
ば
、
現

実
に
物
納
が
許
可
さ
れ
た
日
よ

り
も
早
期
に
物
納
が
許
可
さ
れ

還
付
金
を
収
受
で
き
た
で
あ
ろ

う
可
能
性
が
認
め
ら
れ
る
。
し

か
し
、
そ
の
日
を
確
定
す
る
こ

と
は
困
難
で
あ
る
か
ら
、
民
事

訴
訟
法
第
２
４
８
条
の
規
定
に

よ
り
、
損
害
額
を
５
０
０
万
円

と
認
定
し
、
慰
謝
料
は
１
０
０

万
円
を
も
っ
て
相
当
と
す
る
。

�

検
討

１

国
家
賠
償
に
お
け
る
違

法
性
の
判
断
基
準

国
家
賠
償
法
に
お
け
る
違
法

は
、
従
来
客
観
的
な
法
規
範
違

反
と
理
解
さ
れ
て
き
た
が
、
行

政
活
動
の
多
様
化
・
複
雑
化
に

伴
い
法
規
範
違
反
の
み
で
は
違

法
性
の
判
断
基
準
た
り
得
ず
、

又
、
主
観
的
要
件
で
あ
る
過
失

も
、
単
に
公
務
員
個
人
の
責
任

で
は
な
く
行
政
組
織
全
体
の
組

織
的
過
失
と
評
価
せ
ざ
る
を
得

な
い
傾
向
が
生
じ
て
き
た
。
そ

の
結
果
、
過
失
の
判
断
基
準
は

客
観
化
さ
れ
、
究
極
的
に
は
公

務
員
が
職
務
上
尽
く
す
べ
き
義

務
を
怠
る
と
い
う
注
意
義
務
違

反
を
そ
の
内
容
と
す
る
こ
と
に

な
る
。
違
法
性
と
過
失
の
判
断

基
準
は
そ
の
差
異
が
相
対
化
さ

れ
、
注
意
義
務
違
反
と
い
う
違

法
性
が
認
定
さ
れ
れ
ば
、
過
失

に
つ
い
て
判
断
す
る
ま
で
も
な

い
こ
と
に
な
る
。
こ
の
枠
組
み

は
裁
判
に
お
い
て
職
務
行
為
基

準
説
と
し
て
現
れ
て
く
る
。

２

職
務
行
為
基
準
説

昭
和
５３
年
１０
月
２０
日
最
高
裁

第
二
小
法
廷
判
決
（
注
３
）
に

お
い
て
、
検
察
官
が
公
訴
を
提

起
し
た
後
裁
判
所
に
よ
っ
て
無

罪
判
決
が
下
さ
れ
て
も
、
起
訴

の
時
点
で
職
務
上
の
注
意
義
務

を
尽
く
し
て
お
れ
ば
国
家
賠
償

法
上
違
法
と
は
な
ら
な
い
と
い

う
判
断
が
示
さ
れ
た
。
こ
れ
を

職
務
行
為
基
準
説
と
い
う
。

本
来
は
刑
事
事
件
の
判
断
基

準
で
あ
る
職
務
行
為
基
準
説

を
、
典
型
的
な
行
政
処
分
で
あ

る
所
得
税
更
正
処
分
に
適
用
し

た
事
例
が
、
平
成
５
年
３
月
１１

日
最
高
裁
第
一
小
法
廷
判
決

（
注
４
）
で
あ
る
。
こ
れ
は
、

推
計
課
税
に
よ
る
所
得
税
更
正

処
分
の
取
消
訴
訟
で
一
部
取
消

し
の
判
決
を
得
た
納
税
者
が
、

更
正
処
分
が
違
法
な
も
の
で
あ

っ
た
と
し
て
国
家
賠
償
請
求
を

提
訴
し
た
事
例
で
あ
る
。
最
高

裁
は
、「
税
務
署
長
の
す
る
所

得
税
の
更
正
は
、
所
得
金
額
を

過
大
に
認
定
し
て
い
た
と
し
て

も
、
そ
の
こ
と
か
ら
直
ち
に
国

家
賠
償
法
１
条
１
項
に
い
う
違

法
が
あ
っ
た
と
の
評
価
を
受
け

る
も
の
で
は
な
く
、
税
務
署
長

が
資
料
を
収
集
し
、
こ
れ
に
基

づ
き
課
税
要
件
事
実
を
認
定
、

判
断
す
る
上
に
お
い
て
、
職
務

上
尽
く
す
べ
き
注
意
義
務
を
尽

く
す
こ
と
な
く
漫
然
と
更
正
し

た
と
認
め
得
る
よ
う
な
事
情
が

あ
る
場
合
に
限
り
、
右
の
評
価

を
受
け
る
も
の
と
解
す
る
の
が

相
当
で
あ
る
。
」
と
判
示
し
、

違
法
性
相
対
論
及
び
職
務
行
為

基
準
説
が
妥
当
す
る
こ
と
を
明

ら
か
に
し
、
そ
の
後
の
裁
判
実

務
に
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い

る
（
注
５
）
。
し

か

し
、
学

説

は
職
務
行
為
基
準
説
に
対
し
批

判
的
見
解
が
多
い
（
注
６
）
。

３

本
件
判
決
に
対
す
る
疑
問

本
件
判
決
も
職
務
行
為
基
準

説
に
立
ち
物
納
財
産
変
更
要
求

処
分
を
取
り
消
し
た
裁
決
に
左

右
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
担
当
職

員
の
職
務
上
の
注
意
義
務
違
反

を
判
断
し
て
い
る
。
し
か
し
、

こ
の
判
断
に
は
次
の
疑
問
が
あ

る
。

（
１
）
物
納
許
可
審
査
が
１０
年

以
上
に
も
及
ぶ
原
因
が
Ｓ
税
務

署
職
員
に
あ
る
と
し
て
も
、
物

納
不
適
格
財
産
と
判
断
し
た
関

東
財
務
局
職
員
に
職
務
上
の
義

務
違
反
が
な
い
と
果
た
し
て
い

い
得
る
の
か
。
裁
判
所
は
、
関

東
財
務
局
職
員
が
国
有
財
産
を

管
理
す
る
職
務
に
あ
る
こ
と
を

重
視
し
て
い
る
。
し
か
し
、
納

税
者
か
ら
み
れ
ば
、
物
納
申
請

は
一
個
の
行
政
行
為
で
あ
る
。

管
轄
や
拘
束
さ
れ
る
法
律
に
よ

り
責
任
の
性
質
が
区
分
さ
れ
る

と
い
う
違
法
性
判
断
基
準
に
さ

し
た
る
説
得
力
は
な
い
。

（
２
）
本
件
遺
産
分
割
協
議
の

成
立
は
平
成
１３
年
４
月
３０
日
で

あ
り
、
適
切
な
補
完
要
求
が
な

さ
れ
な
が
ら
、
納
税
者
側
の
事

情
に
よ
り
物
納
適
格
財
産
と
し

て
の
要
件
を
欠
く
期
間
が
相
当

程
度
あ
っ
た
。
こ
の
点
に
関

し
、
裁
判
所
は
損
害
額
算
定
の

上
で
の
マ
イ
ナ
ス
要
素
と
し
て

し
か
評
価
し
て
お
ら
ず
、
違
法

性
の
判
断
要
素
と
し
て
考
慮
し

て
い
な
い
。
租
税
手
続
き
は
租

税
法
律
主
義
に
基
づ
く
こ
と
が

原
則
で
あ
る
。
旧
相
続
税
法
第

４２
条
２
項
の
「
管
理
又
は
処
分

を
す
る
の
に
不
適
当
」
と
い
う

規
定
の
解
釈
指
針
と
し
て
、
旧

基

本

通

達
４２

２
に
「
所

有

権
の
帰
属
に
つ
い
て
係
争
中
の

財
産
」
と
明
記
さ
れ
て
い
る
以

上
、
遺
産
分
割
協
議
の
成
否

を
、
違
法
性
の
判
断
基
準
に
加

え
る
べ
き
で
は
な
か
っ
た
か
と

思
う
。

さ
い
ご
に

本
件
は
控
訴
さ
れ
て
い
る
。

控
訴
審
で
の
判
断
が
待
た
れ
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。

（
注
１
）

Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
コ
ー
ド

・
Ｚ
８
８
８
―
１
１
８
４

（
注
２
）

裁
決
事
例
集
第
６４
集

５
０
５
頁
・
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
コ

ー
ド
・
Ｊ
６４
―
４
―
３５

（
注
３
）

民
集
３２
巻
７
号
１
３

６
７
頁
（
芦
別
事
件
）

（
注
４
）

民
集
４７
巻
４
号
２
８

６
３
頁
（
奈
良
民
商
事
件
）

・
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
コ
ー
ド
・
Ｚ

１
９
４
―
７
０
９
２

（
注
５
）

法
曹
時
報
４６
巻
５
号

１
２
０
頁
「
最
高
裁
判
所
判

例
解
説
１
０
１
１
」

（
注
６
）

塩
野
宏
「
行
政
法
�

第
四
版
」
２
９
４
頁
（
有
斐

閣
２
０
０
６
）
、
宇

賀

克

也

「
国
家
補
償
法
」
６０
頁
（
有

斐
閣
１
９
９
７
）
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